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居宅介護支援・介護予防支援の
介護サービス費用額（平成20年度）

出典：平成20年度介護給付費実態調査

（上欄の単位：億円）

要支援 要介護
合計

１ ２ １ ２ ３ ４ ５

166 214 649 678 625 368 229 2928

5.7% 7.3% 22.2% 23.2% 21.3% 12.6% 7.8% 100％

注１） 各年度の費用額の値は、介護給付費実態調査の５月審査（４月サービス）分から翌年の４月
審査（３月サービス）分までの合計である。

注２） 各年度の受給者数の値は、介護給付費実態調査を用いて、各年度の３月サービス分（４月審
査分）の値としている（つまり、各年度末の値を記載している）。

注３） 各年度の請求事業所数の値は、介護給付費実態調査を用いて、各年度の３月サービス分
（４月審査分）の値としている（つまり、各年度末の値を記載している）。

3430
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所得段階別の入所割合

【出典】「平成18年度介護サービス施設・事業所調査」
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10.5%

10.7%

14.3%

12.5%

51.5%

51.8%

19.6%

35.7%

療養

老健

特養

総数

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階以上 不詳
補足給付の
利用者負担段階

・市町村民税世帯非課税
の老齢年金受給者
・生活保護受給者

・市町村民税世帯非課税
であり、課税年金収入額
＋ 合計所得金額が
80万円以下

・市町村民税世帯非課税
で第2段階に該当しない者

・市町村民税本人非課税者
・市町村民税本人課税者

特別養護老人ホームの入所者のうち、市町村民税世帯非課税の方の割合は約８割。
老人保健施設については、約５割。介護療養型医療施設は約５割。

平成22年７月30日第28回介護保険部会提出資料
【施設入所者の負担について】



11

高齢者のいる世帯の貯蓄額の変化（再掲）

出典：国民生活基礎調査
※ 高齢者のいる世帯のうち、単独世帯と夫婦のみの世帯のデータを使用。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１９年度

平成１３年度

貯蓄なし 100万円未満 100～500万円未満 500～1000万円未満

1000～2000万円未満 2000～3000万円未満 3000万円以上

貯蓄なしの割合は、
12.5％→14.2％で＋1.7％

3,000万円以上の割合は、
9.3％→12.4％で＋3.1％

平成22年９月６日第31回介護保険部会提出資料



光熱水費

特別養護老人ホームの類型別
介護保険給付と利用者負担の概念整理

ユニット型施設 従来型個室 多床室

施設介護
サービス費

２８．２万円
（要介護５：941単位／日・人

１単位：10円
１ヶ月30日で計算）

施設介護
サービス費

２６．１万円
（要介護５：871単位／日・人

１単位：10円
１ヶ月30日で計算）

施設介護
サービス費

２８．０万円
（要介護５：933単位／日・人

１単位：10円
１ヶ月30日で計算）
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室料

室料

介
護
保
険
給
付

光熱水費

介
護
保
険
給
付

光熱水費

食費

介
護
保
険
給
付

食費

食費

利
用
者
負
担

利
用
者
負
担

利
用
者
負
担
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ユニット型個室

基準費用額月６万円

ユニット型準個室
老健等の従来型個室

基準費用額月５万円

特養の従来型個室

基準費用額月3.5万円

多床室

基準費用額月１万円

（１）居住費

（２）食費

1.0 1.2 
2.0 

3.2 3.0 
2.2 

１段階 ２段階 ３段階

補足給付支給額

負担限度額

基準費用額4.2万円

13

○ 補足給付支給額と利用者負担額

※ 居住費について
・多床室以外：室料＋光熱水費
・多床室 ：光熱水費のみ

平成22年７月30日第28回介護保険部会提出資料
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要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

１ヶ月あたりの要介護度別利用者一人当たり利用回数の構成比

～１ヶ月当たりの訪問介護利用回数の合計を100％とした場合～

○ サービス利用回数に着目すると、軽度者ほど生活援助を利用している割合が高い。
○ 要支援者に対して提供されている訪問介護サービスのほとんどは、生活援助であると考えられる。

(資料出所) 厚生労働省「介護給付費実態調査」
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〈回数/月） １ヶ月あたりの要介護度別・類型別利用者一人当たり

利用回数（平成22年３月サービス分（4月審査分））
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1ヶ月あたりの要介護度別利用者一人当たり利用回数の構成比
～１ヶ月当たりの訪問介護利用回数の合計を100％とした場合～

（平成22年３月サービス分（４月審査分））
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要支援 要介護１ 要介護2 要介護3 要介護4 要介護５

〈回数/月）
1月あたりの要介護度別・サービス類型別利用者一人当たり利用回数

【参考】平成１８年３月サービス分（４月審査分）のデータ （要支援者向け訪問介護が包括報酬化される直前のデータ）

要介護度別の訪問介護（身体介護・生活援助）の利用状況① ～サービス利用回数～

： 身体介護中心型 ：身体介護中心型＋生活援助中心型 ： 生活援助中心型

（％）

（％）

【軽度者に対するサービスについて】
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要介護度別の訪問介護（身体介護・生活援助）の利用状況② ～サービス提供時間～

○ サービス提供時間に着目すると、軽度者ほど生活援助を利用している割合が高い。
○ 要支援者に対して提供されている訪問介護サービスのほとんどは、生活援助であると考えられる。

※ 介護給付費実態調査での介護報酬請求上の時間で分類し、集計 。そのうち「身体＋生活」での請求は、集計上、その中で請求される「身体介護」の時間と「生活援助」の時間を分離し、それぞれの時
間で分類した上で「身体介護中心型」、「生活援助中心型」に加える形とした。

※ 各時間区分における中間値を時間として使い、回数をかけて、利用時間を計算。
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１ヶ月あたりの要介護度別利用者一人当たり利用時間の構成比
～１ヶ月あたりの訪問介護提供時間の合計を100％ととした場合～

（平成22年３月サービス分（4月審査分）
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１ヶ月あたりの要介護度別・類型別利用者一人当たり利用時間

9.8 23.2 34.1 45.6
60.4 74.1

90.2 76.8 65.9 54.4
39.6 25.9

0%

20%

40%

60%

80%

100%

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

１ヶ月あたりの要介護度別利用者一人当たり利用時間の構成比
～１ヶ月当たりの訪問介護提供時間の合計を100％ととした場合～

【参考】平成１８年３月サービス分（４月審査分）のデータ （要支援者向け訪問介護が包括報酬化される直前のデータ）

： 身体介護中心型 ： 生活援助中心型

(資料出所) 厚生労働省「介護給付費実態調査」

（％）

（％）

15

平成22年８月２３日第２９回介護保険部会提出資料



身体介護・生活援助 時間別請求回数の割合
生活援助については、軽度者ほどサービス提供時間が長くなり、重度者ほどサービス提供時間が短くな

る傾向にある。

身体介護 生活援助

※ 介護給付費実態調査での介護報酬請求上の時間で分類し、集計 。そのうち「身体＋生活」での請求は、集計上、その中で請求される「身体介
護」の時間と「生活援助」の時間を分離し、それぞれの時間で分類した上で「身体介護中心型」、「生活援助中心型」に加える形とした。（その
ため、「30分未満の生活援助」が計上されている。）

（資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査（平成22年４月審査分）」
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